



























































































































校と地域の協働・協同」が追求できるだろう。事実、平成 27 年 12 月 21 日に出された中央教育審
議会答申は、いわゆる「地域学校協働答申」として様々な提言がなされている。こうした議論をふ
まえて、どのように「地域づくり」を展開していくのか、ということが実践的課題となっている。
この間、教育政策として「生涯学習社会推進」が掲げられ、平成 27 年 12 月 21 日に出された中
央教育審議会答申では、「人材の育成」や「社会人の学び直し」等への対応が議論されてきた。また、

















































































































































































合が全体の投資の 3.4 パーセントに過ぎないが、アメリカでは 21.6 パーセント、欧州では 52.6 パーセントに
も上っているといわれている。






いし微減であるが、「衣」関連では 35.0 パーセントの減少、「こづかい・交際費」関連が 33.2 パーセントの減少、
「教育・娯楽」関連が 19.2 パーセントの減少、などとなっている。これに対して「光熱・通信費」関連が 11.7 パー
セントの増加となっている。「光熱」についてはあまり増加していないことから、「携帯電話」などの利用拡
大が大きな比重を占めているものと考える。
４）こうした社会的状況は、一方で様々な情報の入手、そして学習活動を展開する可能性を大きく発展させる。
他方で、逆に制約する可能性を内在させたものとなる面がある。とりわけ個人的な作業として情報発信され
る場合、即ち社会的な協同作業という側面が希薄な場合、学習活動には必ずしも利用できないという面が強
くなるのではないか、と考える。
５）個人の孤立傾向に注目し、2017 年秋におきた連続殺人事件について指摘したい。自殺願望の若者等が９
人（真に自殺を考えていたわけではない、という人も含めて）、ＳＮＳで知り合った犯人に殺害された、と
いう事件である。もとよりこの事件について詳細に調査したわけではないが、マスコミで報道されたことか
らすると、自殺願望の人が他者と「つながる」手段としてＳＮＳが使用されている、ということである。自
殺を考えるほどに悩んでも、自分が日常の中で構築しているリアルな人間関係では相談できる人がいない、
ということを意味している。家庭・職場・地域などで構成される生活の営みの中で、悩みを相談できるほど
の信頼関係を構築できる条件が乏しくなってきている、と考えることができるのではないか。他方で、ＳＮ
Ｓを介した「つながり」は、一定の匿名性もあることから、また日常の人間関係と切り離された関係だから
こそ容易に情報・意見交換が成立し、自己の悩みなども表明できる、という特質があるように思われる。
６）高齢者の「社会参加」が、「健康」の面からも注目される。「健康で長生きしたい」という願望は多くの人
に共通しているが、高齢者になると「寝たきり防止」は重大な関心事の一つである。「寝たきり防止」には、「人
とのつきあい」が極めて重要である、ということに注目したい。一般に、「健康保持」や「健康増進」、ある
いは「寝たきり防止」を図るという場合、運動や栄養に目が向けられがちである。適度な運動を行うことや
過不足のない栄養摂取、ということへの関心である。しかし、何よりも「人とのつきあい」を積極的に追求
することが重要である、とされている。筆者なりに表現すれば、「社会参加」を多様な形態・内容で行うこ
－ 36 －
とが重要である、ということになる。
７）「コミュニティカフェ」の取り組みに注目される。地域住民の中で、住民が気軽に集う・交流できる空間
として機能する、「コミュニティカフェ」が増加してきている。現職で勤務していたためコミュニティで居
場所を持っていなかった人が、退職後新たにコミュニティで人間関係を構築するきっかけになる場として機
能する。気軽に足を運び、雑談したり情報交換することを通じて「社会参加」が始まっていくのである。公
民館においてもこうした住民同士の交流を促進しようとする取り組みがなされている場合が多いが、「コミュ
ニティカフェ」の場合はより小さいエリアで、より足を運びやすい、という側面がある。買い物や散歩の際
に出会ったり、町内会の会合・イベントで顔をあわせる可能性があるといった、より生活圏に立脚したコミュ
ニティに基盤をおくことができるのである。その運営は地域住民によって協同型で行われていることが注目
される。
８）最近「ミッシング・ワーカー」の問題が深刻化してきている。親の介護のために離職した人が、その後介
護をする必要がなくなった時点で就労することができない、という事態が進行している。現在､ 40 代・50
代で103万人になると推定されている。これに対して同世代の失業者が72万人である。しかし、これはハロー
ワークで求人活動している人の数であって、長年親の介護などで失業状態にあり、その後求職活動を開始し
ても就職できず就労を諦めた人は含まれない。いわば労働力市場から姿を消した人達であり、公式の統計上
は失業者としてカウントされないのである。
